
 

特定事業の選定について 

 

我孫子市（以下「本市」という。）は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する

法律（平成 11 年法律第 117 号、以下「PFI 法」という。）第 5 条第 3 項の規定に準じて、我孫子市新廃

棄物処理施設整備運営事業（以下「本事業」という。）に関する実施方針を平成 31 年 3 月 12 日に公表

した。 

この度、PFI 法第 7 条の規定に準じ、本事業を特定事業として選定したので、同法第 11 条の規定に

準じて、その客観的評価の結果を公表する。 

 

平成 31 年 3 月 29 日 

我孫子市長 星 野 順 一 郎  
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1. 業務概要 

1.1. 事業名 

我孫子市新廃棄物処理施設整備運営事業 

 

1.2. 対象となる公共施設等の種類 

廃棄物処理施設 

 

1.3. 公共施設の立地等 

我孫子市中
なか

峠
びょう

2264 番地及び 2274 番地 

 

1.4. 公共施設等の管理者 

我孫子市長 星野 順一郎 

 

1.5. 事業目的 

我孫子市新廃棄物処理施設整備運営事業は、本市における将来の安定的、かつ、安全なごみ処理体制

の確立と新廃棄物処理施設整備詳細計画で掲げた「施設整備の基本方針」を具現化し、循環型社会を構

築するためのエネルギー回収型廃棄物処理施設として整備し、適切な運営を行うことを目的とする。 

 

1.6. 事業概要 

本事業は、DBO 方式により実施する。本事業の設計・施工業務は、民間事業者単独又は民間事業者

が設立する共同企業体が行うものとする。 

また、本事業の運営業務は、民間事業者が設立する特別目的会社が行うものとする。 

なお、民間事業者は 35 年間以上の施設使用を前提として設計・施工及び運営を行うこととする。 

本施設の設計・施工業務については、循環型社会形成推進交付金（交付率 1/2）の対象事業として実

施する予定である。 

 

1.7. 事業内容 

（1） 事業方式 

DBO 方式 

（2） 事業期間 

建設期間：契約締結（2020 年 3 月予定）から 2023 年 3 月末まで。 

運営期間：2023 年 4 月 1 日から 2043 年 3 月 31 日までの 20 年間。 

（3） 事業者の業務内容 

民間事業者が実施する主な業務は次のとおりとし、詳細は今後公表する募集要項に示す。 

なお、民間事業者は事業期間を通して循環型社会形成推進交付金の申請及び許認可申請、環境

影響評価に係る環境保全措置及び事後調査、行政手続、本事業のモニタリング、本市が今後整備

するリサイクルセンター（2025 年度竣工予定）の発注業務及び建設業務等、本市が実施する業

務に対して協力する。 

(ア) 設計・施工業務 

- 建設工事請負事業者は、本市と締結する建設工事請負契約に基づき、本施設の設計・施工
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業務を行う。また、本事業に必要な事前の調査、許認可の取得等の支援を行う。 

- 施工については、土留め、杭・土工事、土木工事、建築工事（搬出入口・ランプウェイ等）、

機械設備工事、機械設置据付工事、外構・門扉・植栽工事、その他本事業の実施に必要な

工事を行う。 

- 本施設の建設等に伴って発生する建設廃棄物等の処理・処分及び手続関連業務、その他の

関連業務、本施設の試運転及び引渡性能試験を行う。 

(イ) 運営業務 

- 運営事業者は、本市と締結する運営委託契約に基づき、本施設の運営業務として処理対象

物を受入れ、処理対象物の適正処理及びエネルギー回収を行う。なお、運営業務は、本施

設の誘導業務、運転管理業務、維持管理業務、エネルギー利用、用益管理、情報管理業務、

環境管理業務、物品等の調達及び関連業務をいう。 

- 運営事業者は、焼却残渣の適正処理及び保管を行う。灰引取業者の引取条件を満足する一

般廃棄物等については、本市が指定する灰引取業者に引き渡す。 

本施設から発生する焼却残渣について、安定的な処分（資源化を含む。）を確保するため、

本市は、民間事業者が提案する灰引取業者、若しくは本市独自で調達する処分先、又はそ

の双方に処分（資源化を含む。）を委託する。 

- 運営事業者は、焼却処理に伴って発生する熱エネルギーを利用して発電を行う。発電した

電力は、本施設の使用電力に充てるとともに、本市が今後整備を予定するリサイクルセン

ター（2025 年度竣工予定）へ送電を行い、さらに、余剰電力は売電を行う。 

なお、売電収入は、本市に帰属する。 

（4） 民間事業者の収入 

(ア) 本施設の設計・施工に係る対価 

本市は本施設の設計・施工業務に係る対価について、施設整備費として建設工事請負事業

者に出来高に応じて支払うものとする。 

(イ) 本施設の運営に係る対価 

本市は、本施設の運営業務に係る対価について、固定料金と変動料金（処理対象物の処理

量等に応じて変動）の構成で委託料として運営期間にわたって運営事業者に支払う。 

なお、委託料は物価変動に基づき、本市と運営事業者が協議の上、年 1 回を限度に改定す

ることができるものとする。 

 



3 

2. 本市が直接事業を実施する場合と DBO 方式で実施する場合の評価 

2.1. 評価の方法 

本事業を PFI 法に準じた事業として実施することにより、公共サービス等水準の向上を期待できるこ

と及び事業期間全体における市の費用負担の縮減を期待できることを特定事業選定の基準とした。具体

的には、以下について評価を行った。 

・定性的評価 

民間事業者の適切なリスクの管理の評価及び公共サービス等水準の評価 

・定量的評価 

事業期間全体における市の費用の総額（施設整備費、運営委託料等）の評価 

・上記による総合的評価 

 

なお、市の費用の総額の算定に当たっては、事業者からの税収その他の収入等の適切な調整を行い、

将来の費用と見込まれる費用負担の総額を算出のうえ、これを現在価値に換算することにより評価を

行った。 

 

2.2. 定性的評価 

本業務では、事業方式を DBO 方式とすることにより、主に、以下のような効果を期待することがで

きる。 

（1） 効率的な事業の実施による公共サービス等水準の向上 

運営業務においては、これまで単年度で個別に委託していた運営業務を長期かつ包括的に委託する

ことにより、民間事業者は、複数年度にわたる業務改善効果を見込んで効率的に業務に取組むことが

期待できる。 

その結果、長期的な視点での業務全体の最適化によるサービス等水準の向上が期待できる。 

（2） 民間事業者のノウハウを生かしたリスクの適切な管理 

リスクを最もよく管理することが出来る者が当該リスクを分担するという考え方に基づき、その責

任分担を市と民間事業者との間で明確にすることにより事業の安定性向上に繋がる。 

DBO 方式で実施する場合に民間事業者が負担するリスクは、事業者が市よりも効率的かつ効果的

に管理可能であるものを対象としている。 

そのため、民間事業者が有するノウハウを生かしリスクを適切に管理することで、顕在化の抑制、

顕在時の被害額の抑制が期待できる。 
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2.3. 定量的評価 

定量的評価に当たっては、本市が自ら実施する場合の費用負担額と DBO 方式で実施する場合の費用

負担額の比較を行った。 

（1） 前提条件 

費用負担額の算定に係る前提条件は以下のとおり設定した。 

 

表 1 費用負担額の算定に係る前提条件 

項目 
本市が自ら実施する場合 

（DB＋単年度委託方式） 
DBO 方式で実施する場合 

事業費 

・施設整備費 

・市人件費 

・その他施設整備関連費 

開業費 

・運営委託料 

・運営モニタリング費 

・火災共済 

・収入（売電収入） 

・施設整備費 

・市人件費 

・事業者選定支援業務費用 

・その他施設整備関連費 

開業費 

建設期間中 SPC 設立・運営費 

・運営委託料 

・運営モニタリング費 

・火災共済 

・収入（売電収入） 

財源 

・国交付金 

・地方債 

・震災復興特別交付税 

・基金繰入金 

・一般財源 

・国交付金 

・地方債 

・震災復興特別交付税 

・基金繰入金 

・一般財源 

・資本金 

物価上昇率 -※1 

割引率 1.0%※2 

※1 物価上昇率は考慮しない 

※2 割引率は長期国債の利率を参考に設定した 

 

（2） 費用負担額の比較 

上記の前提条件に基づき、本市が自ら実施する場合、及び、DBO 方式で実施する場合の費用負担

額を事業期間全体において年度別に算定し、現在価値換算額で比較した結果を表 2 に示す。本事業を

本市自ら事業を実施する場合に比べ、DBO 方式で実施する場合は、事業期間全体における費用負担

額について、概ね 0.7％程度の縮減を期待することが出来る。 

 

 

表 2 費用負担額の比較 

項目 費用負担の縮減額／縮減割合 備考 

①本市が自ら実施する場合 14,689,667 千円 現在価値換算した額 

②DBO 方式で実施する場合 14,590,222 千円 同上 

③費用負担の縮減額 99,445 千円 ①－② 

④費用負担の縮減割合 0.7% ③÷① 
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2.4. 総合評価 

本事業は、DBO 方式で実施することにより、民間事業者の適切なリスクの管理、公共サービス等水準

の向上を期待することができる。また、本市自らが実施する場合に比べ、事業期間全体における本市の

費用の総額について概ね 0.7％程度の縮減を期待することができる。 

以上の結果、本事業を DBO 方式で実施することが適切であると認められるため、本事業を PFI 法第

7 条に準じて特定事業として選定する。 


